
脱炭素先行地域計画提案書の脱炭素先行地域計画提案書の
提出について提出について

令和５年令和５年22月月1010日（金）日（金）
会津若松市　市民部環境生活課会津若松市　市民部環境生活課

会津若松市は持続可能な開発目標会津若松市は持続可能な開発目標
（（SDGsSDGs）を支援しています）を支援しています

資料３
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説明趣旨
● ゼロカーボンシティ会津若松の実現とともに、本市の様々
な課題を解決するため、国が２月中旬に実施する「脱炭素
先行地域」の第三回目公募に応募していく。

● 「脱炭素先行地域」に採択されることで、５年間の計画期
間において、脱炭素に向けた市や民間の取組に２／３の交
付金が交付される（毎年度、国に対して交付申請を行
う）。

● 「脱炭素先行地域」として、「鶴ヶ城周辺エリア」、「会
津アピオエリア」、「湊エリア」を抽出し、重点的に取り
組み、脱炭素及び地域課題の解決を図りたい。
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説明内容

1.経過

2.計画概要

3.今後のスケジュール
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脱炭素先行地域とは（国資料）

第３回公募期間
2/7～2/17
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脱炭素先行地域とは（国資料）

国からの交付金
は原則2/3
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脱炭素先行地域の選定状況（国資料）

福島県からは未だ選定なし
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脱炭素先行地域計画提案書の記載事項
記載項目

1.1 提案地方公共団体の社会的・地理的特性 2.7 他地域への展開

1.2 温室効果ガス排出の実態 3.1 各年度の取組概要とスケジュール

1.3 地域課題 3.2 直近5年間で実施する具体的取組等

1.4 地域の2030年以降の将来ビジョン 4.1 関係者との連携体制と合意形成状況

2.1 脱炭素先行地域の概要 4.2 事業継続性

2.2  対象とする地域の位置・範囲 4.3 地方公共団体内部の推進体制

2.3  脱炭素先行地域の再エネポテンシャルの状況 4.4 事業を着実に実施するための実績等

2.4  民生部門の電力消費に伴うCO2排出の実質ゼ
ロの取組

５．地方公共団体実行計画を踏まえた2030年度ま
でに目指す地域脱炭素の姿

2.5 民生部門電力以外の温室効果ガス排出削減等の
取組

６．重点選定モデル（該当がある場合のみ）

2.6 脱炭素の取組に伴う地域課題の解決、住民の暮
らしの質の向上、地域経済循環への貢献等
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脱炭素先行地域の要件

2030 年度までに、脱炭素先行地域内の民生部門（家庭部門及び業務その他部門）の電力消費に伴う
CO2 排出の実質ゼロを実現すること

地域特性に応じた温暖化対策の取組（民生部門の電力以外のエネルギー消費に伴うCO2 やCO2 以外
の温室効果ガスの排出、民生部門以外の地域と暮らしに密接に関わる自動車・交通、農林水産業等の
分野の温室効果ガスの排出等についても、地球温暖化対策計画と整合する形で地域特性に応じ少なく
とも１つ以上の取組を実施する計画となっていること）

再エネポテンシャル等を踏まえた再エネ設備の最大限の導入

脱炭素の取組に伴う地域課題の解決や住民の暮らしの質の向上

脱炭素先行地域の範囲・規模の特定

計画の実現可能性（計画の具体性、関係者との合意形成の状況等）

他地域への展開可能性

取組の進捗管理の実施方針及び体制

 改正地球温暖化対策推進法に基づく地方公共団体実行計画の策定等

脱炭素先行地域の選定にあたっては、地域脱炭素ロードマップを踏まえ、脱炭素先行
地域に相応しい再エネ導入量や当該地域のある地方公共団体での再エネ発電量の割合
等のほか、地域の課題解決と脱炭素を同時実現して地方創生にも貢献する点等の観点
から評価を行い、評価の高いものを選定するとしている
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第３回目からの変更点（重点選定モデル）

「重点選定モデル」に該当する場合、通常とは別枠で評価される 。
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経過
時期 内容

令和４年９月 脱炭素に関する取組経過等から想定するエリアを抽出
環境基本計画策定にかかるアンケートの実施
エリアで想定される取組のドラフト作成

令和４年10
月～12月下
旬

脱炭素先行地域意見交換会（エリアに関連する事業者
等との個別協議）
ドラフトをベースに提案、意見聴取の実施。
市、県の取組の立案、調整

令和５年１月
上旬

脱炭素先行地域意見交換会での意見などから提出案と
りまとめ

脱炭素先行地域意見交換会参画事業者等へ報告、確認
令和５年２月 脱炭素先行地域計画提案書を国に提出
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応募に向けた関係者との意見交換
対象 意見交換日 調整状況

国（環境省） 随時実施 ICTを活用した脱炭素の取組を特に期待され
ている。毎週ミーティングを行うなど協力い
ただいている。

県 随時実施 脱炭素先行地域への共同提案者として、同
意の方向。その他、関連産業の工業高校やテ
クノアカデミーなどでの人材育成やふくしま
エネルギーエージェンシーによる産業振興の
連携等について了承。

会津若松商工会議所、会津若松観光
ビューロー、会津若松卸商団地協同
組合（会津アピオ）、会津大学、会
津若松トラックセンター協同組合、
芦ノ牧温泉観光協会、東山温泉観光
協会、NPO法人みんなと湊まちづく
りネットワーク、謹教地区・鶴城地
区区長

10月中旬から
随時実施

脱炭素先行地域意見交換会を実施、その意
見を反映して提出案をとりまとめている。

特に、会津アピオと会津大学については、
計画の共同提案者となることに同意。
→どの主体も脱炭素先行地域に応募するこ

とについて同意いただいている。
→提出までの間に最終的な確認を行う。
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説明内容

1.経過

2.計画概要

3.今後のスケジュール
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タイトル・提案者、計画の特色等
提案全体の
タイトル

デジタルを活用した「会津若松モデル」によるゼロカーボンシティ会津若
松の実現

主たる提案者 福島県会津若松市

共同提案者と
役割

1.福島県
先行地域内県有施設の脱炭素、人材・産業育成等。
2.一般社団法人AiCTコンソーシアム・公立大学法人会津大学

スマートシティの取組と連携した事業の推進。
3.会津若松卸商団地協同組合
需要家の立場で事業を推進。産業の高付加価値化、人材育成等。

計画の特色  スマートシティ会津若松の取組として、地域事業者と大手事業者により
デジタルを活用して地域課題に対応する「会津若松モデル」によって地
域脱炭素を進める。「デジタル田園都市国家構想」の取組と連携する。

 特に、省エネ・電化・再エネ導入・行動変容およびこれらの状況の可視
化を進め、効率的・安価に再エネの地産地消を実現する「会津エネル
ギーアライアンス」を構築する。

 横浜市・京都市との連携等他自治体と連携し、横展開し、国の脱炭素に
貢献するとともに、会津若松市の新たな魅力として交流人口の拡大など
にも結び付ける。
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解決を図っていく主な地域課題①

若年層の転出超過を主原因とする人口減少が続いている
→脱炭素関連の「しごとづくり」
→再エネ活用による防災力の強化
→省エネと安定的・安価な再エネ利用による、生活しやすい環
境の整備
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解決を図っていく主な地域課題②

付加価値額が全国・県平均と比べて低位にある
→省エネと安定的・安価な再エネ利用による、コストの縮減
→事業者の脱炭素の取組による既存産業の企業価値の向上
→脱炭素の先進地として、新規企業の立地や観光振興に繋げる

出典：環境省「会津若松市の地域経済循環分析（2018年度）」より

付加価値額とは、事業活動によって生み出された価値。「地域の稼ぐ力」を表している。
付加価値額＝（売上高－費用総額）＋人件費、労働生産性＝付加価値額/従業員数
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解決を図っていく主な地域課題③

再エネの地産地消
→安定的・安価に再エネ利用が
できる仕組を構築
→脱炭素関連産業を育成する

出典：環境省「会津若松市の地域経済循環分析（2018年度）」より

※上記電力量は国の公開情報やエネルギー消費統計から推定
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安定的な再エネ利用とデジタル技術により、自立分散型のまちをつくるとともに、省エネ・RE100・エネルギーの地産地消
を実現し、ゼロカーボンシティ会津若松の実現を目指す

独立して安定していない再エネを、会津エネルギーアライアンスを設立することで、安定的に利用しやすい再エネを提供
As-Is

Stage 
Zero

To-Be
CO2の実質排出ゼロとなる、持続可能な社会を実現する

本市では再エネの供給量が需要量の９割を満たしているが、市民が再エネを選択する仕組みがなく、地産地消は１%未満

地域の再エネを100%利用し、再エネを自ら作って使うことにより、クリーンエネルギー化と地産地消のまちづくりを推進する

1. 省エネ 2. 電化 3. 再エネ化
ゼロカーボンシティ会津若松実現への取組

CO2減

行政機関 事業者等

会津エネルギーアライアンス
　地域の発電を集約する「会津エネルギーア
ライアンス」を設立。デジタル技術を活用した
、再エネ地産地消の実現。

● エネルギーの需要と供給の状況を可
視化し、蓄電池や電気自動車によっ
て調整を行い、再エネを安定的に利
用しやすくする。

● 市民がオプトインして会津の再エネ
を選択し、需要データを提供する場
合には、地域ポイントを還元するこ
とで再エネの利用を加速させる。

「会津若松モデル」の目指す姿
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脱炭素先行地域対象エリア（全体図）
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脱炭素先行地域対象エリア（鶴ヶ城周辺エリア）

抽出理由
1.官公庁や観光施設等が集積する
中核的エリアで、観光客も多く集
まる場所であり、モデル性に優れ
るため。
2.多種多様な主体があり、スマー
トシティAiCTと連携し、複合的に
地域課題に取り組むことが可能な
場所であるため。

住宅 472戸

オフィスビルや店舗等 398施設

市有施設 20施設

県有施設 5施設

国有施設 8施設

住宅 472戸

オフィスビルや店舗等 398施設

市有施設 20施設

県有施設 5施設

国有施設 8施設



Copyright © 2022 Aizuwakamatsu-City & co-proposers All rights reserved.
20

脱炭素先行地域対象エリア（会津アピオエリア）

抽出理由
1.会津地域の物流・商流の中心
で、非常に多くの事業者が密集し
ており、モデル性に優れるため。
2.エネルギー高騰が経営に悪影響
を与えており、事業者団体が省エ
ネ・再エネによる経営改善を進め
ているため。
3.会津大発のベンチャーも複数あ
り、脱炭素関連産業の育成も進め
られる場所であるため。

オフィスビルや
店舗等

109施設
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脱炭素先行地域対象エリア（湊エリア）

抽出理由
1.農村地域であり、バイオマスな
ど再エネのポテンシャルが豊富で
あるため。
2.地域活動組織が事業者や横浜市
などと地域活性化に取り組んでお
り、連携した取組が可能であるた
め。

住宅 549戸

オフィスビルや店舗等 70施設

市有施設 8施設

国有施設 1施設
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主な取組例①「新たな再エネ供給量増加」
初期費用ゼロで公共施設や未利用地・事業者・住宅に太陽光
を導入するモデルの活用などで再エネ供給を増加させる。

● 交付金の活用で、通常の光熱費以下で再エネを利用可能にする制度設計。家
計・経営における光熱費負担の低減。需要と供給のマッチングはデジタル
（AIやデータ連携基盤）を用いることで効率化。

● 防災力が向上し、事業者についてはＢＣＰ対応になる。
● 住宅やサテライトオフィスへの適用で、定住・移住促進の推進も検討する。
● 施工・維持管理を地域事業者が行うことで、関連産業・技術を育成。
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主な取組例②「省エネ推進」
大規模施設において省エネ改修・ＥＶ活用・自動省エネコ
ントロールや電力の見える化などで、省エネを推進。



Copyright © 2022 Aizuwakamatsu-City & co-proposers All rights reserved.
24

主な取組例③「再エネ地産地消スキーム構築」
主な取組①と②によっても不足する部分について、既存再
エネ電源（風力・メガソーラー等）の活用を進め、将来的
には「会津エネルギーアライアンス」を構築していく。

● 現在、市内の大規模発電所
の電気は、殆どが市外に流
出

● 現状で利用可能な発電設備
との特定卸供給契約により
地産地消をまず進める。

● 取組①、②により地域にお
いて再エネ・蓄電池やＥＶ
を増やし、「会津エネル
ギーアライアンス」を構築
する。

行政機関 事業者等

会津エネルギーアライアンス
　地域の発電を集約する「会津エネルギーアライアンス」を設立。デジタル技術を
活用した、再エネ地産地消の実現。
● エネルギーの需要と供給の状況を可視化し、蓄電池や電気自動車に
よって調整を行い、再エネを安定的に利用しやすくする。

● 市民がオプトインして会津の再エネを選択し、需要データを提供す
る場合には、地域ポイントを還元することで再エネの利用を加速さ
せる。
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主な取組例④「市民・事業者の行動変容」
データ連携基盤（会津財布等）を活用し、市民向けには購
買・行動履歴に基づくインセンティブの付与（デジタル地
域通貨活用）、事業者向けには市の認証制度の構築等によ
り、行動変容を促す。

● 省エネ家電の購入や
食の地産地消、ごみ
削減などの行動にメ
リットを付与。

● データ連携基盤を活
用することで、見え
る化を進め、施策や
ビジネスの妥当性を
高める。
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主な取組例⑤「廃棄物の有効活用」
湊地区におけるもみ殻や伐木を、排出権取引の対象となる
「バイオ炭」にする。

● 湊地区において産業振興・地域活性化を目指して、横浜市や事業者
と連携により地域主体で取り組まれている。

● 排出権を市内の脱炭素で活用するほか、教育旅行に伴う排出量と相
殺することで、「ゼロカーボン教育旅行」などの連携も検討。

● 森林管理を進め鳥獣害対策にも繋げる。
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エリアと実施する取組

エリア名 地域特性 取組

鶴ヶ城周
辺エリア

官公庁や観光施設等が集積
する他、多種多様な主体が
いる。

・省エネ改修を進めるとともに、設置可能な公共施設等の
屋根に、初期費用ゼロで太陽光を導入する。
・需要が大きく、省エネ効果が高い場合には、EVなどと組
み合わせたエネルギーマネジメントの導入を検討。
・住宅に対して、初期費用ゼロの太陽光導入を進める。

会津アピ
オエリア

物流商流の中心で、非常に
多くの事業者が密集。会津
大発のベンチャーもある。

・省エネ改修を進めるとともに、設置可能な事業者の屋根
に太陽光を導入する。
・需要が大きく、省エネ効果が高い場合には、EVなどと組
み合わせたエネルギーマネジメントの導入を検討。

湊エリア

地域課題が表出している一
方、地域活動組織が活性化
の取組を行っている。

・省エネ改修を進めるとともに、設置可能な公共施設等の
屋根に、初期費用ゼロで太陽光を導入する。
・バイオ炭プラントを整備し、未利用材を活用してバイオ
炭づくり→農地に施肥・排出権取引の対象とする。
・住宅に対して、初期費用ゼロの太陽光導入を進める。

全エリア

・不足する再エネについては、特定卸供給により、既存の
FIT電源を活用する。
・データ連携基盤（会津財布等）を活用し、市民向けには
購買・行動履歴に基づくインセンティブ付与、事業者向け
には、市の認証制度の構築等により、行動変容を促す。
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５年間の計画期間内の取組スケジュール（案）
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５年間の計画期間内の取組スケジュール（案）
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説明内容

1.経過

2.計画概要

3.今後のスケジュール
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脱炭素先行地域に向けたスケジュール（案）

時期 内容

令和5年2月7日～
2月17日

（国の第三回募集期間）
市が国に計画提案書を提出。

令和5年4月（想定） 国において採択

令和5年度～

5年間の計画期間内に、毎年度、国に計画を申請し、
交付金を受領、それを活用しながら事業を実施。
事業実施に当たっては、今後設立する産官学の協議の
場「（仮称）ゼロカーボンシティ会津若松推進協議
会」にて、協議しながら進めていく。
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